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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、東アジアに進出した中小製造企業の進出動機・目的や経営戦略の経
年変化を実証研究し、中小製造企業が自社に適した海外展開を実現する方策を探るものである。3年間にわたっ
て行った国際経営に関する基礎理論の研究およびアジア10ヵ国100社以上の日系現地法人と地場製造企業の実態
調査・ヒアリングの結果を踏まえ、中小製造企業に海外展開の方向性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to explore the overseas strategy for the 
development of small and medium-sized manufacturers through empirical research on the motivations, 
objectives and long-term changes in the management of small and medium-sized manufacturing 
enterprises in Asia. Over the past three years, the direction of overseas development of small and 
medium-sized manufacturing enterprises has been showed on the basis of the International Management 
theory and the results of investigation and interviews with more than 100 Japanese subsidiaries and 
local manufacturing enterprises in 10 Asian countries.

研究分野： 経営学、国際戦略、経営情報
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１．研究開始当初の背景 
今日、国内市場の縮小や新興国の需要伸張

などにより、日本企業が海外市場の成長をい
かに取り込むかが大きな命題となっている。
大企業だけでなく中小企業においても海外
需要を取り込むため、成長著しいアジア諸国
へ海外展開が拡大する傾向にみられる。 
海外展開には、大きく分けて「輸出」と、

海外に子会社を持つ「投資」がある。中小企
業にとっては、海外展開に関わる情報・ノウ
ハウの不足や、人材・パートナーの不足、海
外業務の経験といった制約要因があるため、
新興国ゆえにビジネス環境は急速に変化し
ている中で、政府の支援施策などを活用し、
さまざまな課題・リスクを見極めつつ、海外
展開に取り組むことが求められる。 
中小企業の海外進出目的を分類すると、

「取引先追随型」、「コスト削減型」、「市場開
拓型」の３つに分類することができる。前の
二つが主に海外での生産を目的とするのに
対し、「市場開拓型」は、成長する進出先の
マーケットの開拓により、自社製品を販売す
ることを主な目的として海外進出を行うケ
ースである。現在、約 1 万社の中小企業が海
外展開を行っている。企業全体に占める割合
で見れば、まだ少ないのが現状である。 
我々は2010年から2013年にかけて、中国、

マレーシア、ベトナム 34 社の日系現地企業
の経営者のインタビュー予備調査を実施し
た。調査分析により、経済発展が進展するに
つれ、進出国の労働コストは上昇し、当初低
賃金労働の獲得を目的に進出した企業は、も
はや比較優位性がなくなった。また取引先に
追随して海外進出した中小企業を取り巻く
環境は業界再編や取引先の事業環境の変化
によって、一段と厳しくなりつつある。その
中で、技術はあるが、これまで特定企業との
取引に拘束され、他への展開を控えていた中
小製造企業の中には、積極的に需要が伸びる
東アジアへ進出し、現地でトータルな事業機
能としての強みを発揮できるかを考え始め
ている。また進出した中小製造企業も現地の
産業集積と深く関わることを通して、自社の
製品を東アジア市場に浸透させ、市場開拓を
行う体制の構築が必要と考えられている。そ
こで、本研究では、東アジアの産業実態や国
際分業構造を分析し、各中小企業が大企業の
追随でなく、自社に適した海外進出する国際
戦略を研究する。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は次の２つである。①東アジ

アに進出した中小製造企業の進出動機・目的
や経営戦略の経年変化を実証研究し、同地域
の産業実態や国際分業構造を明らかにした
上で中小製造企業が自社に適した進出を実
現できる方策をまとめる。②需要の伸びが期
待される東アジアの国を対象に、中小製造企
業の海外進出の製造・販売・技術の国際戦略
を提言する。 

この結果から、今後新たに海外進出する中
小製造企業が成功するためにどのように進
出先を選択するか、どのような国際戦略を展
開するとよいかを明らかにする。その行動指
針を明らかにすることで、中小製造企業の海
外進出時のノウハウを提供する。 

 
３．研究の方法 
本研究では経済学、経営学理論と対応させ

ながら、実証研究に向けた分析枠組みと論点
を検討する。研究方法としては、国際経営に
関する先行研究を整理し、以前から東アジア
地域を中心に日系進出企業、地場企業への直
接インタビュー調査の結果を踏まえた上で、
「日本の中小製造業の海外進出」の議論をし、
中小製造企業の東アジア進出に関する国際
戦略を考察する。 
具体的は、市場そして１人当たり GDP が高

い国（韓国、マレーシア）、中間の国（中国、
タイ）と低い国（ベトナム、ミャンマー）の
比較検討を行い、海外進出した日系中小製造
企業が直面しつつあるさまざまな経営環境
の変化を明らかにし､どのような経営戦略で
これらに対処するかを探り、また今後どのよ
うな経営戦略の変更を求められるかについ
ての実証研究を行う。インタビュー調査は海
外進出した日系中小製造企業の経営者を対
象とする。なお日系以外の外資や地場製造企
業も比較のため追加する。インタビュー結果
について多面的評価を行うため、研究者全員
で調査を実施後、その回答内容の仔細な分析
を行い、海外進出における企業経営の基本活
動である製造・販売・技術マネジメントを中
心に分析する。 
平成 26年度から平成 28年度まで 3年をか

けて 60 社(中国 30 社、韓国・マレーシア・
タイ・ベトナム・ミャンマー30 社)を目標と
している。インタビュー調査項目は、平成 23
年、平成 24 年に実施した予備調査時に使用
したインタビュー調査票を研究メンバーで
再度レビューし、あらかじめインタビュー調
査へ出向く企業に送り、インタビュー調査が
順調にいくよう配慮する。まず経営者から基
本的質問（経営方針、事業規模、取引先企業、
創業後の経緯、自社特徴など）を聞き、その
後経営者等に工場を案内していただき、外資
企業、地場企業との取引、技術獲得工夫（外
資企業側からの技術援助等）、生産の重要な
要素、工場の管理などを細かく聞くこととす
る。 
 

４．研究成果 
研究実施計画に基づき、平成 26 年度から

28 年度の 3 年間にわたり、東アジア 10 ヶ国
（中国、韓国、モンゴル、タイ、マレーシア、
フィリピン、ベトナム、カンボジア、ミャン
マー、ラオス）約 100 社の訪問を通して、研
究メンバーの各分野の専門知識を取り込む
形で、新たな知見を以下の通り体系的にまと
めた。 



大企業に比べて経営資源に劣後する中小
企業が海外展開を行う際には、進出目的を明
確化し、公的な支援機関や民間の海外展開支
援などを最大限に活用しながら、段階的、計
画的に海外展開を進めていく必要がある。ど
のような国際戦略を展開してよいか、最低限
の要件として以下の三つにまとめた。 
  
１）経営者がグローバル対応のマインドセ

ットを持ち、リスクテイク型の海外進出をす
ること。海外進出を単なる下請け脱出として
ではなく、「中小町工場から国際企業へ」の
好機と捉えるべきである。 
２）製造業で起業するならば東アジア諸国

への進出が考えられる。思い切って後発新興
国に進出して活路を切り開こうとすること
もできる。 
３）長期継続的な企業経営を考える場合、

現地経営者およびコア人材の育成と人材の
現地化が非常に重要である。 
  
一見するとどれも当たり前のように思わ

れるが、こうした要件を踏まえたうえで戦略
的海外展開には不可欠といえる。 
以上のように、ほぼ研究計画通りに研究を

進めることができた。なお、本研究について
は、いくつかの異なる学会で成果報告を行う
とともに、学会誌での論文に掲載され、公刊
された著書で研究の一部が紹介されたこと
で、広く研究者と成果を共有できたと思い、
今後の中小製造企業の東アジア進出に際し
て、非常に示唆に富んだものになると信じて
いる。 
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